


















令和８年度第１回 袖ケ浦市都市計画審議会 

 

日 時  令和８年５月１５日（金） 

午後３時００分から 

場 所  袖ケ浦市役所中庁舎４階 

     第二委員会室 

 

次      第 

 

１ 開  会 

 

２ 辞令交付 

 

３ 市長あいさつ 

 

４ 委員紹介、職員紹介 

 

５ 袖ケ浦市都市計画審議会の所管事務等について【資料１】 

 

６ 会長・副会長の選出について 

 

７ 議  事 

(1) 袖ケ浦都市計画地区計画（旧学校給食センター水産養殖地区地区計画）の決 

定について（付議）【資料２】 

 

(2) 袖ケ浦市立地適正化計画の策定状況について【資料３】 

 

(3) その他 （令和８年度都市計画審議会年間計画について）【資料４】 

 

８ 閉  会 



 資料1  

袖ケ浦市都市計画審議会条例   

平成１２年３月１７日条例第６号  

（設置）  

第１条  都市計画法（昭和４３年法律第１００号。以下「法」という。）

第７７条の２第１項の規定により、袖ケ浦市都市計画審議会（以下「審

議会」という。）を置く。  

（所管事務）  

第２条  審議会は、次に掲げる事項について調査審議する。  

(１ ) 都市計画法に基づき審議会の権限とされた事項  

(２ ) 都市計画に関して市長が諮問した事項  

(３ ) その他市長が都市計画上必要と認める事項  

（組織）  

第３条  審議会は、委員１２人以内で組織する。  

２  委員は、次の各号に掲げる者について、市長が任命する。  

(１ ) 学識経験のある者  ５人以内  

(２ ) 市議会の議員  ２人以内  

(３ ) 関係行政機関の職員  ３人以内  

(４ ) 市の住民  ２人以内  

３  委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠

委員の任期は、前任者の残任期間とする。  

４  委員は、再任されることができる。  

（臨時委員及び専門委員）  

第４条  審議会に、特別の事項を調査審議させるため必要があるときは、

臨時委員若干人を置くことができる。  

２  審議会に、専門の事項を調査させるため必要があるときは、専門委員

若干人を置くことができる。  

３  臨時委員及び専門委員は、市長が任命する。  

４  臨時委員は当該特別の事項に関する調査審議が終了したとき、専門委
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員は当該専門の事項に関する調査が終了したときは、解任されるものと

する。  

（会長及び副会長）  

第５条  審議会に会長及び副会長１名を置く。  

２  会長及び副会長は、第３条第２項第１号に掲げる者につき任命された

委員のうちから委員の選挙によって定める。  

３  会長は、会務を総理し、審議会を代表する。  

４  副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理

する。  

（会議）  

第６条  審議会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集し、会長

が会議の議長となる。  

２  会議は、委員及び議事に関係のある臨時委員の２分の１以上が出席し

なければ開くことができない。  

３  審議会の議事は、出席した委員及び議事に関係のある臨時委員の過半

数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。  

（庶務）  

第７条  審議会の庶務は、都市建設部都市整備課において処理する。  

（報酬及び旅費等）  

第８条  委員（臨時委員及び専門委員を含む。）の報酬及び旅費等の費用

については、袖ケ浦市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償

に関する条例（昭和４６年条例第２６号）による。  

（委任）  

第９条  この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、

会長が審議会に諮って定める。  

 



袖ケ浦市都市計画審議会付議事項書 
 
 

１ 件 名 袖ケ浦都市計画地区計画（旧学校給食センター水産養殖地区 

地区計画）の決定について（付議） 

２ 内 容 旧学校給食センターにおいて、民間事業者の水産養殖事業による未

利用公共施設の有効利用を促進し、地域経済の発展や雇用創出など、

地域振興に寄与する施設の誘導を図るため、地区計画を定めることか

ら、付議するものです。 

【事項の概要】 

１ 別紙のとおり 

２ 今後の予定 

令和８年６月 千葉県知事への協議の申出

７月 千葉県知事の協議回答 

８月 都市計画決定の告示 

３ その他  

４ 取扱い 付議 ・ 諮問 ・ 報告 ・ その他 

令和８年５月１５日提出 

資料２ 



資料２－１ 

袖ケ浦都市計画地区計画（旧学校給食センター水産養殖地区

地区計画）の決定について（付議） 
 

袖ケ浦都市計画地区計画（旧学校給食センター水産養殖地区地区計画）の決定に

ついて、袖ケ浦市地区計画等の案の作成手続に関する条例（平成４年条例第１６

号）第２条及び都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第１７条第１項の規定に

より案の縦覧を行いました。その結果等は以下のとおりです。 

 

１． 地区計画原案の縦覧結果 

縦覧期間：令和７年１２月５日から令和７年１２月１９日まで 

縦 覧 者：無し 

意 見 書：無し 

 

２．都市計画案の縦覧結果 

縦覧期間：令和８年４月１０日から令和８年４月２４日まで 

縦 覧 者：無し 

意 見 書：無し 

 

３．縦覧図書について 
   別紙のとおり 
   

４．今後の予定 

 

令和８年５月１５日  袖ケ浦市都市計画審議会（付議） 

令和８年６月 千葉県知事への協議の申出 

令和８年７月 千葉県知事の協議回答 

令和８年８月  都市計画決定の告示 

 



資料２－２ 

１ 

袖ケ浦都市計画地区計画の決定（袖ケ浦市決定） 
 

 都市計画旧学校給食センター水産養殖地区地区計画を次のように決定する。 

名    称  旧学校給食センター水産養殖地区地区計画 

位    置  袖ケ浦市大曽根字水神谷、字亀井戸の各一部の区域 

面    積  約０.７ｈａ 

区 

域 

の 

整 

備 

･ 

開 

発 

及 

び 

保 

全 

の 

方 

針 

地区計画の目標 

本地区は、市街化調整区域内に位置する旧学校給食センターの跡地である。 

公共施設の活用について、袖ケ浦市総合計画では、「将来的に社会保障費の

更なる増加や老朽化が進む公共施設の維持・更新などにより多額の費用が必要

となることが見込まれ、市の財政運営は厳しさを増していくことが予想される

ことから、公共施設の計画的な長寿命化や再編を進めるとともに、既存施設の

利活用などにより、持続可能な行財政運営を進めていく必要があります。」と

し、袖ケ浦市公共施設等総合管理計画では、「公共建築物については、効果的

で効率的な管理及び運営を図るため、他団体の事例を参考にしながら、積極的

に民間活力の導入をします。」としている。 

また、袖ケ浦市都市計画マスタープランに掲げた「市街化調整区域の土地利

用の方針」の内「公共施設跡地利活用地区」では、「公共施設跡地または今後

施設の廃止等が見込まれる公共施設用地について、地区計画制度の活用等によ

り、地域福祉の向上または地域振興に寄与する施設の誘導を図ります。」とし

ている。 

これらを踏まえ、本地区において、民間事業者による未利用公共施設の有効

利用を促進し、地域経済の発展や雇用創出など、地域振興に寄与する施設の誘

導を図る。 

 

土地利用に関す

る基本方針 

 市では、旧学校給食センターの有効利用及び地域活性化を図るため、民間活

力を導入しながら、地域貢献に寄与する養殖事業、食品加工、販売、飲食等の

土地利用を図る。 

 また、民間活力を活用した地域連携の取り組みとして、養殖事業、食品加工、

販売、飲食等を通じて地域雇用・障がい者雇用の創出を図るとともに、養殖エ

ビの新たな地域ブランド化、地元の子どもたちを対象とした食育体験を通じた

地域貢献に取り組む。 

 

建築物等の整備

の方針 

地域貢献に寄与する養殖事業、食品加工、販売、飲食等に必要な施設を整備

するにあたり、建築物等の用途の制限、建築物の容積率の最高限度、建築物の

建蔽率の最高限度、建築物の敷地面積の最低限度、壁面の位置の制限、建築物

等の高さの最高限度及び建築物等の形態又は意匠の制限について、必要な基準

を定める。 



資料２－２ 

２ 
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建築物等の用途

の制限 

次の各号に掲げる用途以外の建築物を建築してはならない。 

ただし、公益上必要なもので市長が認めたものは、この限りでない。 

(１) 水産養殖業に供する施設 

(２) 水産物や農産物の屋内生産事業に供する施設 

(３) 水産物や農産物の加工施設 

(４) 農林水産業に関する店舗 

(５) 農林水産業に関する飲食店 

(６) 農林水産業に関する倉庫 

(７) 地域の交流に資する体験学習、展示、販売、教育等に供する施設 

(８) 前各号に附属する建築物 

建築物の容積率

の最高限度 
２００％ 

建築物の建蔽率 

の最高限度 
 ６０％ 

建築物の敷地面

積の最低限度 

２，０００㎡ 

ただし、市長が公益上やむを得ないと認めた場合は、この限りでな

い。 

壁面の位置の制

限 

建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から道路境界線及び隣地境界線

までの距離は、１ｍ以上とする。 

ただし、市長が公益上やむを得ないと認めた建築物、地盤面下に設け

る建築物及び建築物の管理上最小限必要な附帯施設については、この限

りでない。 

建築物等の高さ

の最高限度 

１０ｍ以下かつ２階以下 

ただし、建築基準法第８８条第１項に規定する工作物は除く。 

建築物等の形態

又は意匠の制限 
地区内に設置できる屋外広告物は、自己の用に供するものに限る。 

 「区域は、計画図表示のとおり。」 

理 由 

  地域振興に寄与する施設の誘導を図るため、地区計画を決定する。 



資料２－３ 

地区計画の決定理由書 

 

 決定理由 

   本地区は、市街化調整区域内に位置する旧学校給食センターの跡地（約 0.7ha）で

ある。 

公共施設の活用について、袖ケ浦市総合計画では、「将来的に社会保障費の更なる増

加や老朽化が進む公共施設の維持・更新などにより多額の費用が必要となることが見

込まれ、市の財政運営は厳しさを増していくことが予想されることから、公共施設の

計画的な長寿命化や再編を進めるとともに、既存施設の利活用などにより、持続可能

な行財政運営を進めていく必要があります。」とし、袖ケ浦市公共施設等総合管理計画

では、「公共建築物については、効果的で効率的な管理及び運営を図るため、他団体の

事例を参考にしながら、積極的に民間活力の導入をします。」としている。 

また、袖ケ浦市都市計画マスタープランに掲げた「市街化調整区域の土地利用の方

針」の内「公共施設跡地利活用地区」では、「公共施設跡地または今後施設の廃止等が

見込まれる公共施設用地について、地区計画制度の活用等により、地域福祉の向上ま

たは地域振興に寄与する施設の誘導を図ります。」としている。 

これらを踏まえ、本地区において、民間事業者の水産養殖事業による未利用公共施

設の有効利用を促進し、地域経済の発展や雇用創出など、地域振興に寄与する施設の

誘導を図るため、地区計画を定める。 

 





地形図 

地番図 

航空写真 

■ 

□ 

□ 

地図作成日 

2003年 3月 

2003年 1月 

2003年 8月 

縮尺 

1/500 

1/1000 

地図作成日 

都市計画図白図 □ 2003年 3月

路線網図 □  2003年 3月 

用途地区図 □  2002年12月 

縮尺 

1/2500 

1/500 

1/2500 

字界 

道路台帳図

家形入力図 

地図作成日 縮尺 

□  2003 年 1月 1/1000 

□  2003 年 3月 1/500 

■ 地図情報無し 
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㈲第一京葉興業 

袖ケ浦都市計画旧学校給食センター水産養殖地区地区計画 

計画図（１／２，５００） 

【 凡例 】 
□ ： 地区計画区域、 

    地区整備計画区域 



資料３ 

 

袖ケ浦市都市計画審議会付議事項書 

 

 １ 件 名  袖ケ浦市立地適正化計画の策定状況について（報告） 

 ２ 内 容  「立地適正化計画」において、居住を誘導すべきとされる「居

住誘導区域」と医療、福祉、商業、文化施設などの都市機能を重

点的に集める「都市機能誘導区域」の案を策定したことから、付

議するものです。 

 

【事項の概要】 

１ 別紙のとおり 

２ 今後の予定 

令和８年 ６月   オープンハウス型住民説明会 

１１月～   住民説明会・パブリックコメント 

令和９年 ３月   都市計画審議会（付議） 

４月１日 袖ケ浦市立地適正化計画公表 

 ３ その他   

 ４ 取扱い  付議 ・ 諮問 ・ 報告 ・ その他 

令和８年５月１５日提出 



資料３－１ 

立地適正化計画の概要 
 

 

■計画策定の背景 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■立地適正化計画の計画期間 
 

 

 

 

 

■立地適正化計画の位置付け 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■立地適正化計画で定める内容 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・人口減少や少子高齢化の進行、地域産業の停滞などによりまちの活力が低下 

・市街地の拡散により、低密度な市街地が増加 

・厳しい財政状況の中、公共施設の維持など行政運営に係る費用が増加 

・沿線人口の減少により、公共交通が縮小 

・頻発化・激甚化する自然災害 

・コンパクトシティ形成に向けた具体的な施策を推進するため、平成 26年 8月に「立地適正化計画」

が制度化 

・近年の頻発・激甚化する自然災害に対応するため、令和 2 年 9 月から立地適正化計画に「防災指

針」を位置付けることが規定 

・概ね 20年後の都市の姿を展望した上で策定する。 

・概ね５年ごとに評価・検証を行うことを基本とし、総合計画や都市計画マスタープランの改定等と

整合させながら、必要に応じて、見直し・変更を行う。 

千葉県 

袖ケ浦都市計画 都市計画区域の整備、
開発及び保全の方針 

袖ケ浦市 

袖ケ浦市総合計画 

上
位
計
画 

袖ケ浦市都市計画マスタープラン 

〔都市計画法第 18 条の 2 第 1 項〕 

即する 

立地適正化計画 

〔都市再生特別措置法第 81 条第 1 項〕 

連携・調和 

関連計画（連携分野） 

公共施設再編 

具体化 

都市再生・中心市街地活性化 地域公共交通 

医療・福祉 健 康 子育て 

即する 

防 災 

産 業 

等 住 宅 

みどり・環境 教育・文化 

①立地適正化計画の区域 

⇒都市計画区域全体 

②立地適正化計画に関する基本的な方針 

⇒計画により目指すべき将来の都市像を整理します。 

③居住誘導区域 

⇒人口減少の中にあっても一定のエリアにおいて人口密度を維持し、生活サービスや公共施設等が持

続的に確保されるよう、居住を誘導すべき区域です。 

④都市機能誘導区域 

⇒福祉・医療・商業等の都市機能を都市の拠点に誘導して集積することで、各種サービスの効率的な提

供を図る区域です。 

⑤誘導施設 

⇒都市機能誘導区域毎に、地域の人口特性等に応じて必要な都市機能を検討し、立地を誘導すべき施

設を定めます。 

⑥防災指針 

⇒災害リスクを踏まえた課題を抽出し、防災方針を定めるとともに、具体的な取組を位置付けます。 

⑦誘導施策 

⇒都市機能や居住の誘導を図るために必要な施策を整理します。 

⑧目標値の設定・評価方法 

⇒施策等の達成状況と効果を評価・分析するための目標値と方法について整理します。 

都市機能誘導区域・誘導施設 

居住誘導区域 

立地適正化計画区域 
（＝都市計画区域） 

市街化区域 

立地適正化計画で定める内容 

市街化調整区域 

市街化区域内に設定 
（都市再生特別措置法第 81条 19項） 
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（１）居住誘導区域の基本的な考え方 

居住誘導区域は、人口減少の中にあっても一定のエリアにおいて人口密度を維

持することにより、生活サービスやコミュニティが持続的に確保されるよう居住

を誘導する区域です。 

 都市全体における人口や土地利用、交通や財政、災害リスクの現状及び将来の

見通しを勘案しつつ、居住誘導区域内外にわたる良好な居住環境を確保し、地域

における公共投資や公共公益施設の維持運営等の都市経営が効率的に行われる

ように定めます。 

 

１）想定される区域 

「立地適正化計画作成の手引き（出展：国土交通省）」において、居住誘導区域に

定めることが望ましい区域として、以下のような内容が示されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

居住誘導区域 

≪居住誘導区域を定めることが望ましい区域≫ 

① 生活利便性が確保される区域 

○都市機能誘導区域の候補となる中心拠点や地域・生活拠点に、徒歩・自転車・端
末交通等により容易にアクセスすることのできる区域や、鉄道駅・バス停の徒
歩・自転車利用圏 

 

② 都市機能の持続的確保が可能な面積範囲内の区域 

○医療・福祉・商業等の都市機能が将来にわたって持続できる人口密度が確保さ
れる面積範囲内 

○国立社会保障・人口問題研究所の将来推計人口等をベースに、区域外から区域
内に現実的に誘導可能な人口を勘案しつつ、区域内において少なくとも現状の
人口密度を維持、あるいは低下抑制することを基本に検討 

※民間施設を含む都市機能の持続性確保に必要な人口密度としては、計画的な市街化
を図るべき区域とされる市街化区域の設定水準が一つの参考となりますが、人口減少
が進んでいる地域においては、実情に応じて実現可能な人口密度を設定する必要があ
ります。 

 

③ 災害に対するリスクが低い、あるいは今後低減が見込まれる区域 

○土砂災害、津波災害、浸水被害等により甚大な被害を受ける危険性が少ない区
域で、土地利用の実態等に照らして、工業系用途、都市農地、深刻な空き家・空
き地化が進行している郊外地域等には該当しない区域 
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２）災害ハザードエリアにおいて居住誘導区域に含めない区域等 

災害ハザードエリアについて、「レッドゾーン」、「イエローゾーン」は以下の

区域をいい、それぞれ居住誘導区域を定めない、または原則として含まないこと

とすべきエリアとなっています。 

 

居住誘導区
域の指定 

区域 市の指定状況 

定めない レ
ッ
ド
ゾ
ー
ン 

災害危険区域 

（建築基準法） 

対象区域あり 
（※千葉県は建築基準法施行
条例第 3条の2において、
急傾斜地崩壊危険区域を
災害危険区域として指定） 

地すべり防止区域 

（地すべり等防止法） 
無し 

急傾斜地崩壊危険区域 

（急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律） 
対象区域あり 

土砂災害特別警戒区域 

（土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の
推進に関する法律） 

対象区域あり 

浸水被害防止区域 

（特定都市河川浸水被害対策法） 
無し 

原則として
含まないこ
ととすべき 

津波災害特別警戒区域 

（津波防災地域づくりに関する法律） 
無し 

総合的に勘
案し、適切で
無いと判断
される場合
は、原則とし
て含まない
こととすべ
き 

イ
エ
ロ
ー
ゾ
ー
ン 

浸水想定区域 

（水防法） 

洪水浸水想定区域 対象区域あり 

雨水出水浸水想定区域 
対象区域あり 
※現在検証中 

高潮浸水想定区域 対象区域あり 

土砂災害警戒区域 

（土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の
推進に関する法律） 

対象区域あり 

津波災害警戒区域 

（津波防災地域づくりに関する法律） 
※令和 8年度指定予定 

津波浸水想定（区域） 

（津波防災地域づくりに関する法律） 
対象区域あり 

都市浸水想定（区域） 

（特定都市河川浸水被害対策法） 
無し 
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３）本市における設定の考え方 

本市においては、以下の考えで居住誘導区域を設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 以下の条件に該当する区域は、居住誘導区域から除外します。 

① 災害の危険性が高い区域 

・急傾斜地崩壊危険区域 

・土砂災害特別警戒区域 

・土砂災害警戒区域 

・洪水浸水想定区域（想定最大規模で３ｍ以上） 

・家屋倒壊等氾濫想定区域（河岸侵食・氾濫流） 

・雨水出水浸水想定区域（想定最大規模で３ｍ以上） 

・高潮浸水想定区域（想定最大規模で３ｍ以上） 

・津波浸水想定（想定最大規模で 2ｍ以上） 

市 街 化 区 域 

 以下の条件に該当する箇所は、居住誘導区域の設定に適したエリアとします。 

居住に適したエリアの抽出 

①  既に一定の人口密度がある区域 
・人口密度が 40 人/ha 以上の区域（令和 2年 250ｍメッシュ） 

② 拠点となる場所に容易にアクセスできる区域 

・基幹的な公共交通利用圏 
 ※片道 10 本/日以上の運行頻度の鉄道駅及びバス停からの利用圏（駅及び袖ケ浦バスターミナル

から 1km、バス停から半径 500ｍ） 

③ 計画的な市街地形成が図られてきた区域、予定区域 

・住居・商業系の土地区画整理事業区域 

居住を考慮すべきエリアの抽出 

居住に適したエリア から 居住を考慮すべきエリア を除いた区域 

居 住 誘 導 区 域 

② 工業系土地利用を維持する区域 

・工業専用地域・工業地域 

③ 住工が混在した区域のうち、工業系の土地利用割合が高い区域 

・準工業地域（用途地域）において、工業系の土地利用割合が高く、継続的に工業系

の土地利用がなされている区域 

④ 住宅の建築が制限されている区域 

・地区計画で住宅の建築が制限されている区域 

（袖ケ浦椎の森工業団地２期地区地区計画・坂戸市場地区地区計画） 

防災指針にて詳細検討 

災害レッド
ゾーン 

条件をもとに抽出された上記の範囲を、用途地域や道路などの地形地物で区域界を設定 
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（２）居住誘導区域の設定 

１）居住に適したエリア 
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２）居住を考慮すべきエリア 
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【補足】「２．居住を考慮すべきエリア」の災害系のエリア 

①洪水が３ｍ以上のエリア 

・３ｍ以上のエリアは一部分で、主に道路等になっており、周辺が３ｍ未満で

垂直避難が可能なため居住誘導区域とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
資料：市内河川氾濫推定図（令和 4年 3月 袖ケ浦市） 
 
※県が公表している２級河川小櫃川及び浮戸川の洪水浸水想定区域を令和２年１月１日時
点の地形図標高で再解析した浸水深 
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②高潮が３ｍ以上のエリア 

・袖ケ浦駅海側特定土地区画整理事業内のうち、浸水深が深い場所で 3.8ｍと

なっており、高潮浸水想定区域を公表後に土地区画整理事業により、約 1.5

ｍ盛土しているため、居住誘導区域とする。 

・その他の３ｍ以上のエリアは一部分で、主に道路等になっており、周辺が３

ｍ未満で垂直避難が可能なため居住誘導区域とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：高潮浸水想定区域図（平成 30年 11月）（千葉県） 
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③津波が２ｍ以上のエリア 

・２ｍ以上のエリアは一部分で、主に道路等になっており、周辺が２ｍ未満で

垂直避難が可能なため居住誘導区域とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：千葉県津波浸水想定図（平成 30年 11月）（千葉県） 
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３）居住に適したエリアから居住を考慮すべきエリアを除いた区域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【補足】 詳細区域の検討 

① 横田地区西側の河岸侵食範囲について 

・横田地区西側の河岸侵食の範囲について、対象範囲が建物の一部範囲と限定

されていることから、この地域で防災・減災対策を行うことを条件に、居住

誘導区域に含める。 

②代宿の旧市街地について 

・「居住に適したエリア」に含まれてない代宿の旧市街地について、住居系の

土地利用がなされており、公園の徒歩圏域で下水道（汚水・雨水）が整備さ

れているなど、都市基盤が整備され、乗り合い送迎サービス「チョイソコが

うら」の停留所もあり拠点にアクセス可能な地域であるため、居住誘導区域

に含める。  
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４）居住誘導区域 
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（３）都市機能誘導区域の基本的な考え方 

都市機能誘導区域は、原則として居住誘導区域内に設定し、医療・福祉・商業

等の都市機能を都市の中心拠点に誘導することにより、各種サービスの効率的な

提供が図られるように定めます。 

 

１）想定される区域 

「立地適正化計画作成の手引き（出展：国土交通省）」において、都市機能誘導

区域に定めることが望ましいと考えられる区域として、以下のような内容が示さ

れています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）本市における設定の考え方 

上記の考え方を踏まえ、以下の考えで都市機能誘導区域を設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

都市機能誘導区域 

≪都市機能誘導区域として定めることが望ましい区域≫ 

○各拠点地区の中心となる鉄道駅、バス停や公共施設から徒歩、自転車で容易に
回遊することが可能で、かつ、公共交通施設、都市機能施設、公共施設の配置、
土地利用の実態等に照らし、地域としての一体性を有している区域 

 

○主要駅や役場等が位置する中心拠点の周辺の区域に加え、合併前の旧市町村
の役場が位置していた地区等、従来から生活拠点となる都市機能が存在し中心
拠点と交通網で結ばれた地域拠点の周辺の区域 

①都市拠点・地域拠点に位置付け 
目指すべき都市の骨格構造をもとに、「都市拠点」及び「地域拠点（市街化区域
内のみ）」に都市機能誘導区域を設定する。 

②居住誘導区域からアクセス性の良い場所 
既存施設の集積状況を踏まえつつ、居住誘導区域から電車やバスなどの公共
交通を利用してアクセスしやすい場所に設定する。 

③都市計画との整合 
都市マスタープランにおける地区別方針との整合 

④ターゲットとする誘導施設や誘導を図る未利用地等の考慮 
誘導施設の分布状況や、誘導施設の立地誘導の可能性が高い未利用地等に考
慮する。 

※区域界は、届出の際に判断しやすいよう用途地域界や地形地物（道路・河川等）
により設定 
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（４）都市機能誘導区域の設定 

本市における設定の考え方を踏まえ、都市機能位誘導区域を設定します。 

１）袖ケ浦駅周辺都市機能誘導区域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）長浦駅周辺都市機能誘導区域 
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３）横田駅周辺都市機能誘導区域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４）のぞみ野都市機能誘導区域 
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（５）誘導施設の設定の考え方 

１）想定される施設 

「立地適正化計画作成の手引き（出展：国土交通省）」において、誘導施設の基

本的な考え方として、以下のような内容が示されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）誘導施設の候補となる施設 

国の基本的な考え方や本市における各種施設の立地状況などを踏まえ、本市にお

ける誘導施設の候補となる施設を以下に整理します。 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

○誘導施設の検討にあたっては、都市機能誘導区域の役割、都市規模、後背人
口、交通利便性、地域の特性等を勘案し、都市の居住者の共同の福祉や利便
のために必要な施設で、都市機能を著しく増進させるものを設定する。 

 
○新たに立地誘導することで生活利便性を向上させるもののほか、既に都市

機能誘導区域内に立地しており、今後も必要な機能の区域外への転出・流
出を防ぐために設定することも考えられる。 

≪誘導施設の基本的な考え方≫ 

≪誘導施設の候補の選定≫ 

機能 施設選定の考え方 施設の候補 

商 業 
集客力があり、まちの賑わいを生み出す商業施設を選定。 
また、日々の生活に必要な食料品、日用品などを提供する施
設を選定。 

◇大規模小売店舗 
◇スーパーマーケット 
◇ドラッグストア 
◇コンビニエンスストア 

医 療 
総合的な医療サービスを提供する施設、及び日常的な医療サー
ビスを提供する施設を選定。 

◇病院 
◇診療所 

金 融 
日常的な引き出し、預け入れや、決済、融資などの窓口業務を
行う施設を選定。 

◇銀行 
◇その他金融機関 
◇郵便局 

子育て 
子育て世代にとって居住場所を決める際の重要な要素とな
る、日常的な子育てサービスを提供する施設を選定。 

◇保育所・保育園等 
◇地域子育て支援センター 
◇児童館 

高齢者福祉 
高齢化の中で必要性の高まる施設のうち、日常的に利用する
施設を選定。 

◇通所系施設 
◇訪問系施設 
◇小規模多機能施設 
◇地域包括支援センター 
◇福祉会館 

教育文化 
教育施設、市民の文化活動や健康増進を支える施設のうち、
集客力がありまちの賑わいを生み出す施設や交流の場となる
施設を選定。 

◇小学校 
◇中学校 
◇高等学校 
◇図書館 
◇交流センター 

行政 中枢的な行政機能のほか、行政窓口を有する施設を選定。 
◇市役所 
◇交流センター 
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３）誘導施設の選定方法 

各施設は、提供サービスの種類、利用者層等により、施設毎に立地する間隔や対

象範囲が異なるため、以下の考えで誘導施設を設定します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

≪検討フロー≫ 

誘導施設の候補となる施設 

市全体など広範囲の利用を 
対象とした施設 

各施設の立地の考え方や施設毎の商圏等
に応じて立地する生活に身近な施設 

市街化区域内の拠点 
に配置する施設 

市街化区域外の拠点 
に配置する施設 

誘導施設には 

位置付けない 

誘導施設に 
指定 

誘導施設に 
指定 

拠点の方針や今後の
プロジェクト等から、
誘導が必要な施設 

誘導施設には 

位置付けない 
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（６）誘導施設の設定 

１）施設配置状況 

前項の誘導施設の選定方法をもとに、既存の施設の配置状況等を踏まえ、誘導施設の位置付けを確認します。 

分野 施設 

市全体など広範囲の利用を 
対象とした施設 

各施設の立地の考え方や施設
毎の商圏等に応じて立地する 

生活に身近な施設 

施設配置の考え方 

都市拠点 地域拠点 拠点の方針や今
後のプロジェク
ト等から、誘導
が必要な施設 

その他 
袖ケ浦駅 長浦駅 横田駅 のぞみ野 根形・平岡 

商業や業務、行
政サービスなど
都市機能の集積 

日常的生活サービス機能の集積  
 

  
  

商業 

大規模小売店舗 ○ ○ ○     広域的な集客⼒を持ち市全体に賑わいをもたらすため、交通利便性を考慮し、拠点に配置 

スーパーマーケット ○ ○ ○ ○    多くの人が利用しやすいよう拠点に配置 

ドラッグストア ○ ○ ○ ○    多くの人が利用しやすいよう拠点に配置 

コンビニエンスストア       ○ 日常的な利用が想定されるため市内各地に分散して配置 

医 療 
病院  ○      広域からの利用を⾒込む施設であり、拠点に配置（現在市内に１箇所のみ） 

診療所     
 

○  
市内各地に分散した配置を基本としつつ、医療に対する市民ニーズが高いことから誘導施
設に位置付け 

金 融 

銀行 ○ ○      

既存の配置に考慮しつつ、金融サービスを提供する施設として利便性の高い拠点に配置 その他金融機関 ○ ○ ○     

郵便局 ○ ○ （○） （○）    

子育て 

保育所・保育園等     
 

○  
市内各地に分散した配置を基本としつつ、子育てに関する市民ニーズが高く新規整備予定
等もあることから誘導施設に位置付け 

地域子育て支援センタ
ー 

    
 

 ○ 
地域住民が利用できるよう市内各地に分散した配置（現在は、主に市街化調整区域の保育
園の一部を利用） 

児童館       ○ 既存の施設配置に委ねる（現在市内１箇所のみ） 

高齢者
福祉 

通所系施設       ○ 
市内どこに住んでいても⽬的に応じた介護福祉サービスを享受できる体制を構築するた
め、市内各地に分散して配置 

訪問系施設       ○ 

小規模多機能施設       ○ 

地域包括支援センター     
 

 ○ 
高齢者に対する介護・医療などの相談窓口として、日常生活圏域に基づき市内３箇所と市
役所内に統括する基幹型を１箇所配置 

教育文
化 

小学校       ○ 小学校区の考え方に委ねる（現在、統廃合の予定無し） 

中学校       ○ 中学校区の考え方に委ねる（現在、統廃合の予定無し） 

高等学校       ○ 既存の施設配置に委ねる（（現在市内に１校、新規整備等の予定無し） 

図書館       ○ 既存の施設配置に委ねる（現在市内に３箇所立地、統廃合の予定無し） 

交流センター       ○ 既存の施設配置に委ねる（現在市内に６箇所立地、統廃合の予定無し） 

行政 
市役所 ○       １施設で全地域をカバーする施設であり、既存の配置を考慮し拠点に配置 

交流センター  （○） （○）  
 

  
市内に２箇所立地しており、既存の配置を考慮（現在立地する平川交流センター・長浦交
流センターは市街化調整区域内） 

 ○既にある⇒誘導施設に位置付ける場合は維持  ●今は無い⇒誘導施設に位置付ける場合は新規誘導 （○）周辺で補完 

※（○）の施設は、周辺に既に立地しており補完できているため誘導施設には位置付けない 

誘導施設に指定 誘導施設に指定 
誘導施設には 
位置付けない 

誘導施設には 
位置付けない 

誘導施設に位置付け 



資料３－２ 
 

17 

２）誘導施設の設定 

各都市機能誘導区域における誘導施設及び誘導施設の定義は以下の通りです。 

（※現在の立地状況を基に設定） 

 

 

分野 施設 袖ケ浦駅 長浦駅 横田駅 のぞみ野 定義 

商 
 

業 

大規模小売店舗 〇 〇 〇 — 
・大規模小売店舗立地法第 2条第
2項に規定する店舗面積 1,000 
㎡以上の商業施設 

スーパーマーケット 〇 〇 〇 〇 
・各種食料品を扱う設備を備え、主
として生鮮食料品を対象に、セルフ
サービス方式により小売する施設 

ドラッグストア 〇 〇 〇 〇 

・主として医薬品、化粧品を中心と
した健康及び美容に関する各種の
商品を中心として、家庭用品，加工
食品などの最寄り品をセルフサー
ビス方式によって小売する施設 

医  

療 

病院 — 〇 — — 
・医療法第 1条の 5第 1項に規定
する病院 

診療所 ◎ ◎ ◎ （〇） 
・医療法第 1条の 5第 2項に規定
する診療所 

金  

融 

銀行 〇 〇 — — ・銀行法第 2条に規定する銀行 

その他金融機関 〇 〇 〇 — ・信用金庫法に規定する信用金庫 

郵便局 〇 〇 （〇） （〇） 
・日本郵便株式会社法第 2条第 4
項に規定する郵便局 

子 
 

育 
 

て 

保育所・保育園等 〇 （〇） — — 

・学校教育法第 1条に規定する幼稚
園 
・児童福祉法第 39条第 1項に規
定する保育園 
・就学前の子どもに関する教育、保
育等の総合的な提供の推進に関す
る法律第 2条第 6項に規定する
認定こども園 
・児童福祉法第 59条の 2に規定
する認可外保育施設 
・児童福祉法第 6条の 3第 10項
に規定する小規模保育事業を行う
施設 
・児童福祉法第 6条の 3第 12項
に規定する事業所内保育事業を行
う施設 
・児童福祉法第 34条の 16に規定
する家庭的保育事業を行う施設 

行 

政 

市役所 〇 — — — 
・地方自治法第 4条第 1項及に規
定する市の行政事務を取扱う施設 

 

 

●：新規誘導 ○：維持 ◎：拡充 （〇）：周辺に既に立地 
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立地適正化計画 検討スケジュール 

 
１．全体の流れ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２．令和８年度の検討スケジュール 

 
 
 
 

 

項目 
４
月 

５
月 

６
月 

７
月 

８
月 

９
月 

10

月 

11

月 

12

月 

１
月 

２
月 

３
月 

計画検討 

            

市民参加 

            

会議 

            

 

防災指針 

居住誘導区域・都市機能誘導区域（精査） 

誘導施策 

目標指標 

住民説明会・パブリックコメント 

計画まとめ 

意見聴取 
（オープンハウス型住民説明会） 

都市計画審議会 

政策会議 

都市整備基本計画 
等策定委員会 

議会全員協議会 5/26 11/16 3/25 

5/15 

5/11 

4/21 

現況分析・都市構造上の課題整理 

まちづくりの方針、都市の骨格構造 

防災指針 

誘導施策、数値目標 

計画書素案の作成(パブコメ等も実施) 

計画の公表（届出運用開始） 令和９年４月１日 

計画書の仕上げ 

誘導区域・誘導施設 

区域の精査 
現在の検討フェーズ 

令
和
７
年
度 

 
 

令
和
８
年
度 
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令和８年度都市計画審議会の年間計画（案） 

             

○第１回都市計画審議会  

日時 ５月１５日（金）午後３時００分 

議題 （１）袖ケ浦都市計画地区計画（旧学校給食センター水産養 

殖地区地区計画）の決定について（付議） 

   （２）袖ケ浦市立地適正化計画の策定状況について 

 

○第２回都市計画審議会 （書面会議） 

日時 ６月末～７月上旬予定 

議題 （１）「内房広域都市圏都市計画区域の整備、開発及び保全の 

方針並びに袖ケ浦都市計画区域区分の変更について」 

（諮問） 

 

○第３回都市計画審議会 

日時 １０月末～１１月上旬予定 

議題 （１）袖ケ浦都市計画生産緑地地区の変更について（付議） 

   （２）袖ケ浦立地適正化計画の策定に関するパブリックコメ 

ント及び説明会の実施について（説明） 

  

○第４回都市計画審議会 

日時 令和９年３月予定 

議題 （１）袖ケ浦市立地適正化計画の策定について（付議） 


